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平成１６年３月期 第３四半期業績の概況（連結） 平成１６年 1 月２７日 

 

上場会社名  東邦薬品株式会社 （コード番号：８１２９ 東証第２部） 

（ＵＲＬ ｈｔｔｐ：／／ｗｗｗ．ｔｏｈｏｙｋ．ｃｏ．ｊｐ） 

問合せ先  代表者役職・氏名 代表取締役社長 松 谷 高 顕 ＴＥＬ：（０３）３４１９－７８１３ 

 責任者役職・氏名 執行役員財務部部長 荻 野   守 

１．四半期財務情報の作成等に係る事項 
①会計処理の方法の最近連結会計年度における方法との相違の有無 ： 有 

（1）たな卸資産の計上基準 たな卸資産のたな卸高は、帳簿たな卸高によっております。 

（2）法人税等の計上基準 年間の見積実効税率に基づいております。 

（3）その他影響額が僅少なものについては、一部簡便的な手続きを用いております。 

②連結及び持分法の適用範囲の異動の状況 

  連結（新規）１社 （除外）0 社  持分法（新規）0 社 （除外）0 社 

 

２．平成 16 年 3 月期第３四半期業績の概況（平成 15 年 4 月 1 日～平成 15 年 12 月 31 日） 
(1)経営成績（連結）の進捗状況 

                                                                （百万円未満四捨五入） 
 

売 上 高 営業利益 経常利益 四半期（当期）
純利益 

   百万円  ％ 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円 ％ 
平成 16年 3 月期第３四半期 408,784 (14.2)  5,114    －  6,869    － 3,704   － 
平成 15年 3 月期第３四半期 358,058   － －    －     －  －    －    － 
（参考）平成 15年 3 月期   476,267 (10.4)  4,804 (633.4)  6,645 (177.0) 3,182(148.4) 

 
 １株当たり四半期

（当期）純利益 

潜在株式調整後１株
当たり四半期（当期）
純利益 

 円  銭 円  銭 
平成 16年 3 月期第３四半期       78   41    －  － 
平成 15年 3 月期第３四半期       －  －    －  － 
（参考）平成 15年 3 月期       67   89    －  － 

（注）売上高、営業利益等におけるパーセント表示は、対前年同四半期増減率を示す。 

      但し、売上高を除いて、比較すべき前年同四半期の数値の記載は困難です。 

 

［経営成績（連結）の進捗状況に関する定性的情報等］ 
売上高においては、中間期以降も順調に推移しております。特に１２月単月においては、大幅な売上高  

（５６４億円、前年比９．４％増）となりました。当四半期の増加要因は、仕入の一本化による供給額の増加、

共創未来グル－プでの統一行動、連結対象会社の増加（小川東邦㈱、山口東邦㈱、東海東邦㈱の半年分）等に

より前年比１４．２％の伸びとなりました。 

売上総利益においても、価格交渉の厳しい年度ですが採算を重視した価格交渉、最低利益確保のための「価

格ロックシステム」、共創未来統一プロモ－ション活動等の強力な展開により前年比大幅な増加です。販管費

では、人員増を抑えた人件費での縮小、車輌費、修繕費、消耗品費等による節減により減少を図ることが出来

ました。従って営業利益、経常利益、当期純利益でも前年比大幅な増加となりました。 
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(2)財政状態（連結）の変動状況 

（百万円未満四捨五入） 
１株当たり  

総 資 産 株主資本 株主資本比率 
株主資 本 

 百万円 百万円 ％ 円  銭 
平成 16年 3 月期第３四半期 281,420 42,573 15.1   908   40 
平成 15年 3 月期第３四半期 － － －   － － 
（参考）平成 15年 3 月期 243,379 39,132 16.1   826   85 

（注）比較すべき前年同四半期の数値の記載は困難です。 

 

［財政状態（連結）の変動状況に関する定性的情報等］ 

当第３四半期の財政状態は、前連結会計年度と比較して以下のとおりであります。 

総資産は38,040百万円増加し、株主資本は3,440百万円増加した結果、株主資本比率は15.1％となりました。 

増減の主なものは、流動資産では受取手形及び売掛金が 21,122 百万円、たな卸資産が 9,815 百万円それぞ

れ増加しております。固定資産では、投資有価証券が 2,403 百万円増加し、流動負債では支払手形及び買掛金

が 34,175 百万円増加しております。また、少数株主持分が新規連結により 1,893 百万円増加しております。 

 

 
（3）平成 16 年 3 月期の連結業績予想 

     当期業績予想は、平成 15 年 11 月 13 日発表の予想通り順調に推移しています。 
 
 
 
添付資料 
・ （要約）連結貸借対照表、（要約）連結損益計算書 
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〔添付資料〕 
１．（１）要約連結貸借対照表 

                                                       （単位：百万円） 

当第 3 四半期末 
（平成 15 年 12 月 31 日） 

前連結会計年度末 
（平成 15 年 3 月 31 日） 

 
 
 

科  目 金   額 構成比 金   額 構成比 

（資 産 の 部 ）   ％   ％ 
Ⅰ 流 動 資 産        
1.現 金 及 び 預 金   23,411   22,042  
2.受取手形及び売掛金   155,095   133,973  
3.有 価 証 券   485   485  

 4.た な 卸 資 産   38,951   29,136  
 5.繰 延 税 金 資 産   1,224   1,047  
 6.仕入割戻未収入金   9,508   10,537  
 7.そ の 他   5,588   3,669  
  貸 倒 引 当 金   △459   △429  

流 動 資 産 合 計   233,806  83.1  200,463 82.4 

Ⅱ 固 定 資 産        
 1.有 形 固 定 資 産        
 (1)建 物 及 び 構 築 物  10,249   10,147   
 (2)土 地  19,602   18,750   
 (3)そ の 他  2,481 32,332  1,144 30,042  

2.無 形 固 定 資 産   865   936  

3.投資その他の資産        
 (1)投 資 有 価 証 券  10,480   8,076   
 (2)繰 延 税 金 資 産  173   194   
(3) 再評価に係る繰延税金資産  1,585   1,580   

 (4)そ の 他  3,192   3,104   
   貸 倒 引 当 金  △1,016 14,415  △1,019 11,936  

固 定 資 産 合 計  47,613 16.9  42,915 17.6 

資 産 合 計  281,419 100.0  243,378 100.0 
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                                       （単位：百万円） 

当第 3 四半期末 
（平成 15 年 12 月 31 日） 

前連結会計年度末 
（平成 15 年 3 月 31 日） 

 
 
 

科  目 金   額 構成比 金   額 構成比 

（ 負 債 の 部 ）   ％   ％ 
Ⅰ 流 動 負 債        
1.支払手形及び買掛金   210,458   176,282  
2.短 期 借 入 金   4,009   3,255  
3. １年以内に償還予定の社債    －   100  

 4.未 払 法 人 税 等   1,304   2,239  
 5.未 払 費 用   1,103   934  
 6.賞 与 引 当 金   894   1,810  
 7.返 品 調 整 引 当 金   332   353  
8.そ      の      他   2,179   2,883  

流 動 負 債 合 計   220,282 78.3  187,861 77.2 

Ⅱ 固 定 負 債        
 1.長 期 借 入 金   5,457   6,098  
 2.繰 延 税 金 負 債   1,918   864  
3.退 職 給 付 引 当 金   2,703   2,414  

 4.役員退職慰労引当金   440   555  
 5.持分法適用に伴う負債   41   54  
6.連 結 調 整 勘 定   5,690   5,965  
7.再評価に係る繰延税金負債   110   110  
8.そ の 他   2   16  

固 定 負 債 合 計   16,365 5.8  16,080 6.6 

負 債 合 計  236,647   84.1  203,941 83.8 

（ 少 数 株 主 持 分 ）       

少 数 株 主 持 分   2,199 0.8  305 0.1 

（資 本 の 部 ）       

Ⅰ 資 本 金  7,003 2.5  7,003 2.9 
Ⅱ 資 本 剰 余 金  8,957 3.2  8,957 3.7 
Ⅲ 利 益 剰 余 金  28,368 10.1  25,162 10.3 
Ⅳ 土 地 再 評 価 差 額 金  △2,333    △0.9  △2,326 △1.0 
Ⅴ その他有価証券評価差額金  945     0.3  371 0.2 
Ⅵ 自 己 株 式  △ 369   △0.1  △37 △0.0 

資 本 合 計  42,572    15.1  39,132 16.1 

負債、少数株主持分及び資本合計  281,419  100.0  243,378 100.0 
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１．（２）要約連結損益計算書 

                                         （単位：百万円） 
当第３四半期 

自平成 15 年 4 月 1 日 
至平成 15 年 12 月 31 日 

前連結会計年度 
自平成 14 年 4 月 1 日  
至平成 15 年 3 月 31 日 

 
 
 
 

科  目 金   額 百分比 金   額 百分比 

   ％   ％ 

Ⅰ 売 上 高  408,784 100.0  476,267 100.0 

Ⅱ 売 上 原 価 
 376,182 92.0  438,225 92.0 

  売 上 総 利 益  32,601 8.0  38,041 8.0 

返品調整引当金戻入額  33 0.0  △55 △0.0 

  調 整 後 売 上 総 利 益  32,634 8.0  37,985 8.0 

Ⅲ 販売費及び一般管理費       

1.役員給料・従業員給料手当  15,166   17,511   

2.賞 与 引 当 金 繰 入 額 894   1,809   

3.退職給付引当金繰入額  988   987   
4.役員退職慰労引当金繰入額 48   51   

5.福 利 厚 生 費 2,479   2,712   

6.車 両 経 費 623   735   
7.貸 倒 引 当 金 繰 入 額 34   170   

8.減 価 償 却 費 895   1,216   

9.賃 借 料 1,806   2,251   
10.租 税 公 課 380   481   

11.雑 費 4,203 27,520 6.7 5,254 33,181 7.0 

営 業 利 益  5,113 1.3  4,804 1.0 

Ⅳ 営 業 外 収 益       

 1.受 取 利 息 35   46   

 2.受 取 配 当 金 74   85   

 3.受 取 手 数 料 810   821   

 4.不 動 産 賃 貸 料 133   171   

 5.連結調整勘定償却額 666   693   

 6.持分法による投資利益 51   50   
 7.雑 益 229 2,001 0.5 307 2,176 0.5 

Ⅴ 営 業 外 費 用       

 1.支 払 利 息 112   136   

 2.特定融資枠契約手数料 28   62   

 3.仮払消費税の未控除損失 77   87   

 4.雑 損 失 26 246 0.1 49 335 0.1 

経 常 利 益  6,868 1.7  6,644 1.4 
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当第３四半期 
自平成 15 年 4 月 1 日 
至平成 15 年 12 月 31 日 

前連結会計年度 
自平成 14 年 4 月 1 日  
至平成 15 年 3 月 31 日 

 
 
 
 

科  目 金   額 百分比 金   額 百分比 

   ％   ％ 

Ⅵ 特 別 利 益       

 1.固 定 資 産 売 却 益 3   98   

 2.投資有価証券売却益 15   57   

3.ゴルフ会員権売却益 0   －   

 4.そ の 他 － 19 0.0 12 168 0.0 

Ⅶ 特 別 損 失       

 1.固 定 資 産 処 分 損 86   331   

 2.投資有価証券売却損 0   27   

3.投資有価証券評価損 18   251   

4.ゴルフ会員権売却損 1   －   

 5.ゴルフ会員権評価損 0   5   
 6.広告放映料関連損失 33   186   

7.課 徴 金 納 付 額 －   46   

 8.早 期 退 職 一 時 金 －   42   

 9.そ の 他 2 143 0.0 34 926 0.2 

税金等調整前四半期（当
期）純利益 

 6,744 1.7 
 

5,887 1.2 

法 人 税 等  2,755 0.7  2,669 0.5 
少 数 株 主 利 益  285 0.1  35 0.0 
四半期（当期）純利 益  3,703 0.9  3,182 0.7 
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２．四半期財務情報作成のための基本となる事項 

  当社は、中間（連結）財務諸表等の作成基準をベースとしつつ、以下のとおり投資者等の利害関係者
の判断を大きく誤らせない範囲で一定の簡便な手続を採用しております。 

  
 〔簡便な手続の内容〕 
  1.たな卸資産の計上基準 
    実地たな卸を行わず、前連結会計年度末における実地たな卸高を基礎とした帳簿たな卸高によっ

ております。 
  2.法人税等の計上基準 
    予想年間税金費用を予想年間税引前当期純利益で除して算定した見積実効税率に基づいて計算し

ております。 
  3.その他影響額が僅少なものについては、一部簡便的な手続きを用いております。 
  

 


